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１ 名称 ： 株式会社 地域経済活性化支援機構 
Regional Economy Vitalization Corporation of Japan （略称 REVIC） 

２ 設立 ： 平成21年10月14日（㈱企業再生支援機構） 
（社名変更日： 平成25年3月18日） 

３ 本社所在地 ： 東京都千代田区大手町１-６-１大手町ビル９階 

４ 資本金 ： 約261億円 

５ 株主 ： 預金保険機構等 

６ 役職員数 ： 318名（平成28年10月３日現在） 

７ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
８ 

役員 ： 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
子会社 ： 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

REVICキャピタル㈱、REVICパートナーズ㈱、㈱日本人材機構 

代表取締役社長※ 今井 信義 社外取締役※※ 松嶋 英機 特別顧問 瀬谷 俊雄 

代表取締役専務 林 謙治 社外取締役※ 伊藤 眞 特別顧問 三村 明夫 

常務取締役 河野 一郎 社外取締役※ 中村 利雄 執行役員 國府 利計 

常務取締役 藤野 琢巳 社外取締役※ 西川 久仁子 執行役員 廣瀬 泰文 

常務取締役 三森 仁 社外取締役※ 樋渡 啓祐 執行役員 石川 卓弥 

常務取締役 渡邊 准 監査役 太田 順司 執行役員 原田 健史 

監査役 山崎 彰三 執行役員 中井 一郎 

監査役 西原 浩一郎 執行役員 坂田 達也 

執行役員 兵頭 賢 

執行役員 竹山 智穂 

REVICの概要 

※※ 地域経済活性化支援委員会 委員長 
※   地域経済活性化支援委員会  委員 
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REVICの支援と人材の特長 

 REVICの多種多様な専門人材が、投資先の企業をトータルに支援 

 個別課題に対する「部分最適」ではなく、「全体最適」が可能 

 
REVICの人的支援体制（2016年10月3日時点） 

経営執行 

ビジネス 

ファイナンス 
法務    

不動産 

会計税務 

事業戦略 財務戦略 

経営戦略 

法制度 
不動産制度 

M&A/資本政策 

投資先企業 

経営執行 40名 
 経営執行経験者（事業会社の部長以
上の経験者） 

 戦略全体の立案・実行を支援 

ビジネス 62名 
 戦略コンサルティング、事業会社出身者 
 事業の成長および改善を支援 

ファイナンス 73名 
 投資銀行、財務アドバイザリー出身者 
 M&A、資本政策を支援 

会計税務 50名 
 公認会計士、税理士 
 財務戦略、管理体制構築を支援 

法務 
不動産 

25名 
 弁護士、不動産鑑定士 
 制度対応を支援 

241名 
 合計241名の専門人材が、経営を
トータルで支援 

REVIC 
（合計） 

REVIC 

その他 46名 
 金融機関からの出向者 
 財務戦略、資本政策を支援 

※機能別の人材は一部重複があるため、合計と一致しない 
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先導的な地域
活性化・事業
再生モデルの

創造  

REVICのミッション 

専門人材の確
保と育成、お
よび地域への

還流  

地域活性化・
事業再生ノウ
ハウの蓄積と

浸透  

○ 役割: 地域金融機関の地域活性化への取組みを支援 
○ 地域金融機関への具体的支援策 

 地域経済・産業の現状・課題を踏まえて、地元企業のライフステージに合わ
せたソリューションを提供するために行う事業性評価をサポート 

 ソリューション提供ツールとしてのファンドの設立・運営、事業再生をサポート 
○ 時限組織として自覚（業務完了期限：平成35年3月末）: ノウハウの移転 

 REVICの業務終了後も、地域金融機関の地域活性化への取り組みが持
続的に行われるよう環境整備 

②REVICの基本認識 

①REVICの基本方針 
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地域経済の活性化に必要な機能の提供 

事業 

再生 

成長 

支援 

転廃業 

促進 

地域 

活性化 

地域で必要な機能をフルラインで提供 

活性化ファンド業務 
（運営・出資） 

地域活性化ファンド(中核企業支援、
観光、ヘルスケア)の設立・運営 

成長
支援 再チャレンジ支援業務 

（特定支援業務） 

転廃業、再チャレンジ支援 

転廃業
支援  

事業再生支援業務 

再生ファンド 
業務 

特定出資 
業務 

特定信託 
引受業務 

再生
支援 

取引先の再生支援 

地域に密着した金融機関の努力 

REVICによるサポート 

特定専門家派遣業務 
(金融機関/事業者向け) 

金融機関の事業性評
価、取引先に係る事
業再生等のアドバイス、 
(一定の要件下)取引
先への直接派遣 

短期トレーニー制度 

6ヶ月間REVICに
出向し、特定専門
家派遣業務に関わ
ることで、事業性評
価に係るノウハウを
直接習得 

日本人材機構 
（子会社） 

地域企業等に対し、
密接な対話等を通
じて大都市圏の「経
営幹部人材」を紹
介 

人財
支援 

専門家派遣業務、短期トレーニー制度を通じて得た知見、地域金融機関等との対話を踏まえ、シームレスな制度設計 
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   地域経済・産業の成長や新陳代謝の促進による、地域経済の活性化 

売上高・ 
利益額 

時間 

新興企業 

金 融 機 関 

R E V I C 

サポート 

REVIC:企業のライフステージに応じたREVICの役割 

早期経営改善支援 

事業再生支援 
成長支援 

創業支援 

成長企業 成熟企業等 衰退企業 

再チャレンジ支援 

ファンド運営・
出資 

特定専門家
派遣 

特定信託 
引受 

事業再生 
子会社支援 

事業再生 
支援 

再チャレンジ 
支援 

(転廃業支援) 

事業性評価・ソリューションの提供・実行支援 
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転廃業支援：再チャレンジ支援業務（特定支援業務）  

 金融機関等から経営者保証の付いた貸付債権等をREVICが買取り、事業者の全ての金融債務と
経営者保証ガイドラインに沿った経営者個人の保証債務の整理を一体で行う業務。 

 事業の継続が困難な事業者の円滑な退出を促し、経営者の再チャレンジや地域経済の新陳代謝
と活性化を促す。 

金融機関等 

REVIC 

対象事業者 

対象事業者 

別会社への就業等
再チャレンジ 

主債務の 
整理 

融資 

債権の買取（時価） 
金融支援の依頼 

保証人 
（経営者） 

保証債務
の整理 

清算等 

保証人 
（経営者） 



特定支援業務の概要 

再チャレンジ支援業務（特定支援業務）とは、平成25年12月に制定された「経営者保証に関するガイドライン

（GL）」に従い、事業者の債務整理を行うと同時に代表者等保証人の保証債務について一体整理を行うために

平成26年10月14日施行の改正機構法により新たに認められた地域経済活性化支援機構(機構/REVIC)の業務。 

 

---------------------------------------------------------------機構

の位置づけと特定支援はGL第７項 保証債務の整理における『利害

関係のない中立かつ公正な第三者が関与する私的整理手続及びこれ

に準ずる手続』に該当。 

 

①事業者： 
 債務超過＝全資産を売却しても借入金全額が弁済 
 出来ない状態 

②金融機関： 
 事業者が全額弁済できない場合、保証人に対し 
 債務履行請求 

③保証人： 
 私財提供しても借入金が全額弁済出来ない状態 

④保証人： 
 法的整理/自己破産 

⑤保証人： 
 GLに基づく私的整理 

 
REVIC 

(R) 
A銀行 

C信組 

B信金 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業者 
 

保証人 
（経営者） 

機構：特定支援（廃業支援） 

貸付債権 
不動産担保：有 

経営者保証 

貸付債権 
不動産担保：有 

貸付債権 
不動産担保：無 
保証協会保証 

全金融機関： 

弁済計画合意 

 

機構： 

資産査定/私財調査 

弁済計画策定 

金融機関： 

保証付債権を機構宛
売却 

機構： 

弁済計画の実行 

会社清算/保証解除 

⑥ ⑦ 

⑨ ⑧ 

従来（GL制定以前）は 一定の要件を満たせば 

法的整理：裁判所が関与
しながら法的手続きに
よって債権債務を処理す
る手続き 

私的整理：裁判所が関与
せず、債権者と債務者と
の合意によって債権債務
を処理する手続き 
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特定支援における金融機関、保証人、債務者に係る論点  

< メリット > 
 経済合理性確保 

特定支援>法的整理 
 債権者間調整の簡略化 
 一体整理が可能 
 保証解除の合理性確保 
 
< 取り上げ前提 > 
 金融債権がある 
   （保証協会代位弁済後で、 
  債権がある） 
 デリバティブ債権は 
   強制解約後 
 金融機関調整が可能と 
   想定される 
 非メインの申込可 

< 法的整理との相違 > 
 法的整理（自己破産） 
   一定の財産を失う 
   官報記載 
   信用情報登録 
   職業・資格制限 
 特定支援 
   一定の財産を失う 
         自由財産 
   特定支援≧法的整理 

< 取り上げ基準 > 
 保証人は個人で代表者等 
 再チャレンジの表明 
 私財の情報開示 

 
 
 
 
 
 
 

債務者 
（中小企業） 

保証人 
（経営者） 

A銀行 

C信組 

B信金 
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金融機関 保証人 

< 取り上げ基準 > 
 中小・零細企業等 
 債務超過 
 従業員・労働組合 
   との間で私的整理 
   合意が見込まれる 

債務者 

 
< 取り上げ基準 > 
 弁済計画立案 
 経済合理性が確保可能 
 反社会勢力でない 

保証人・債務者共通 

その他、特定支援の初期の見極めについては、主に以下が着眼点となる。 
 ・債務者の一般債務、租税債務等について、債務者の保有する現預金や非担保提供資産で完済が可能であること 
 ・特定支援による保証解除後、保証人個人の債務（ex.住宅ローン）が返済可能と見込まれること 
 ・保証人に所有資産の処分意思があること、債務者に事業廃業の意思及び不動産等資産の処分意思があること 



特定支援業務の流れ 
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金
融
機
関
等
か
ら
の
事
前
の
ご
相
談 

事
業
者
・
保
証
人
と
の
面
談
、
意
思
確
認 

事
業
者
・
保
証
人
の
財
産
状
況
開
示 

事
業
者
資
産
査
定
・
保
証
人
私
財
調
査 

弁
済
計
画
の
策
定
支
援 

回
収
停
止
要
請
・
弁
済
計
画
提
示
（R

E
V

IC
→

金
融
機
関
） 

債
権
買
取
り 

 

個
別
守
秘
義
務
契
約
（
持
込
金
融
機
関
・
事
業
者
・
保
証
人
） 

事前
相談 

弁済計画策定 債権者間調整 

事
業
者
の
会
社
清
算
・
債
権
放
棄
実
行 

包
括
守
秘
義
務
契
約
（
持
込
金
融
機
関
） 

費
用
負
担
覚
書 

特
定
支
援
申
込
み
（
持
込
金
融
機
関
・
事
業
者
・
保
証
人
） 

弁
済
計
画
へ
の
同
意
（
金
融
機
関→

R
E
V

IC

） 

特
定
支
援
決
定 

買
取
決
定 

保
証
人
の
保
証
解
除 

回
答
書 

個
別
守
秘
義
務
契
約
（
非
メ
イ
ン
） 

債
権
届 

１ ３ ４ ５ ６ ７ 

債務整理・保証整理 

２ 

面談 



事前相談・初期検討 １ 
・主に対象事業者の取引金融機関から受付 
・必要資料等：事業概要・直近決算書（試算表）・保全状況・保証人調査書等  

特定支援業務の流れ １ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 
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【REVIC初期検討段階におけるチェックポイント】 
①事業者の支払能力 
廃業～清算完了まで、商取引債務、公租公課、労働債務等の金融債務以外の債務
を完済できるか 
②代表者等保証人の支払能力 
金融債務の保証債務整理により住宅ローン等の保証人の個人債務を返済できるか 
③代表者等保証人の再チャレンジ 
再チャレンジの見込みまたは意向はあるか 
④一体整理による金融債権者の経済合理性 
事業者・保証人資産の換価処分による弁済原資の合計額≧破産の場合の弁済額 

２ 面談 

・検討可能となった場合、まずは金融機関から対象事業者、代表者等保証人へ意
思確認 
・意志確認後、REVICも同行し面談 
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弁済計画策定 

・対象事業者及び代表者等保証人の財産状況に関する資料を徴求。 
 依頼資料として、法人は決算書やその決算書に記載の各資産の内容、借入一覧、
元帳関係、通帳関係の写し等。 
 個人は、住民票、課税証明書、通帳関係の写し、家計全体の状況表等。 
・資料の開示を受けREVICが資産査定及び私財調査を行い、弁済計画を策定 

３ 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

特定支援申込み～特定支援決定 ４ 
・持込金融機関、対象事業者、代表者等保証人の連名で申込み 
・REVICにて特定支援決定基準の各要件の充足確認 

特定支援業務の流れ ２ 



債権者間調整 

・REVICは、関係金融機関等に対して、特定支援決定を行った経緯、弁済計画の
内容、金融支援の依頼内容を説明 
・金融機関の対応は次の２つ 
①弁済計画に従って弁済を受けたのち、債権放棄等を行うことに同意するか 
②債権をREVICに対して売却するか 

５ 

買取決定 

・関係金融機関等から必要な同意が得られた場合は、債権買取り等を行う 

６ 
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１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

７ 債務整理・保証整理 

・対象事業者、代表者等保証人ともに、弁済計画に基づいて、速やかに資産の処
分等を行って、弁済を実行 
・弁済を行ったのちに、保証人は保証債務の免除を受け、その後、清算等により
対象事業者向け債権の放棄を行い、手続きは終了 

特定支援業務の流れ ３ 



 
 
 
 
 
 

債務者 
（中小企業） 

債務超過 / 多額の負債 

特定支援の取引事例 1 ～ 単純廃業：特定支援における基本パターン ～ 

保証人 
（経営者） 

 
 
 
 
 

債務者 ⇒ 会社清算 

保証人 ⇒ 再チャレンジ 
 

他社への就業 
新ビジネス創業 

ボランティア活動 

(1) 債務者・保証人の弁済計画 
(2) 債権買取/計画同意 
(3) 計画に従って資産換価 
(4) 換価資金を弁済に充当 
 
 その後、 
 保証人は保証免除 
 債務者は会社清算 

事前相談時の債務者の状況は多い順に①事業継続中、②廃業準備中、③実質廃業の3パターン。 
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特定支援前 特定支援手続 特定支援後 



保証人 ⇒ 再チャレンジ 
 

 

高齢につき事業から撤退 

特定支援の取引事例 2 ～ 事業承継＋廃業 ～ 

新会社設立 
 

保証人以外の親族出資 
保証人の親族が後継者 

債務者⇒新会社 
売掛金等を譲渡 
上記(3) 計画に従って資産換価を実行 
 
新会社⇒債務者 
譲渡代金支払： 
上記(4) 換価資金を弁済に充当を実行 
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債務者 
（中小企業） 

債務超過 / 多額の負債 

保証人 
（経営者） 

 
 
 
 
 

債務者 ⇒ 会社清算 

(1) 債務者・保証人の弁済計画 
(2) 債権買取/計画同意 
(3) 計画に従って資産換価 
(4) 換価資金を弁済に充当 
 
 その後、 
 保証人は保証免除 
 債務者は会社清算 

特定支援前 特定支援手続 特定支援後 



特定支援の取引事例 3 ～ 事業譲渡＋廃業 ～ 

スポンサー 

債務者⇒新会社 
事業の一部譲渡： 
上記(3) 計画に従って資産換価を実行 
 
新会社⇒債務者 
譲渡代金支払： 
上記(4) 換価資金を弁済に充当を実行 
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保証人 ⇒ 再チャレンジ 
 

 

新会社の顧問として就業 

 
 
 
 
 
 

債務者 
（中小企業） 

債務超過 / 多額の負債 

保証人 
（経営者） 

 
 
 
 
 

債務者 ⇒ 会社清算 

(1) 債務者・保証人の弁済計画 
(2) 債権買取/計画同意 
(3) 計画に従って資産換価 
(4) 換価資金を弁済に充当 
 
 その後、 
 保証人は保証免除 
 債務者は会社清算 

特定支援前 特定支援手続 特定支援後 
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Disclaimer  

 本資料は、株式会社地域経済活性化支援機構（以下「REVIC」という。）及びその子会社の活動

に関する情報提供のみを目的として作成したものであり、投資勧誘を目的として作成されたものではご

ざいません。 

 

 

 本資料で提供している情報につきまして、その正確性には万全を期して作成しておりますが、完全性を

保証するものではございません。また、過去の情報は実績であり、将来の成果を予想するものではござ

いません。本資料に基づくいかなる判断につきましてもREVICはその結果の責任を負いかねます。 

 

 

 本資料の一切の権利はREVICに属しており、本資料の全体又は一部の如何にかかわらず、いかなる

形式においてもREVICに無断で複製又は転送すること等は禁じられております。 
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ご連絡先 

ご相談は、下記の 

連絡先までお気軽にお問い合わせください 

株式会社 地域経済活性化支援機構 
 

  〒100-0004 

東京都千代田区大手町１－６－１ 大手町ビル９階 

 

代表電話：０３－６２６６－０３１０ 


